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家 庭 経 済 設 計

初
歩
か
ら
始
め
る
年
金
講
座 

第
４
回

繰
上
げ
・
繰
下
げ
受
給
と

将
来
の
年
金
制
度
の
方
向
性

（
２
）
お
よ
そ
77
歳
で
受
給
総
額
は
同
額
に

　
　

 

な
り
ま
す

　

繰
上
げ
受
給
す
る
か
、
繰
上
げ
受
給
し
な
い
か

を
検
討
す
る
上
で
一
つ
の
判
断
材
料
と
な
る
の

が
、
何
歳
の
時
点
で
受
給
総
額
が
同
じ
に
な
る
か

だ
と
思
い
ま
す
。

　

繰
上
げ
し
な
い
（
通
常
受
給
）
場
合
の
受
給
総

額
が
、
60
歳
ま
で
繰
上
げ
し
た
場
合
の
受
給
総
額

に
追
い
つ
く
の
は
お
よ
そ
77
歳
に
な
り
ま
す
。
で

す
か
ら
、
77
歳
よ
り
も
早
く
亡
く
な
っ
た
場
合
に

は
繰
上
げ
し
て
お
い
た
方
が
受
給
総
額
は
多
い
こ

と
に
な
り
ま
す
が
、
77
歳
よ
り
長
生
き
し
た
場
合

に
は
受
給
総
額
が
追
い
越
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

（
３
）
繰
下
げ
受
給

　

繰
下
げ
受
給
と
は
、
本
来
65
歳
か
ら
受
け
取
れ

る
年
金
を
、
66
歳
以
降
70
歳
未
満
の
希
望
す
る
時

期
に
遅
ら
せ
て
受
け
取
る（
繰
下
げ
て
受
け
取
る
）

方
法
で
す
。
65
歳
の
時
点
で
は
年
金
を
受
け
取
ら

化
前
の
職
域
加
算
＝
経
過
的
職
域
加
算
を
含
む
）」

の
支
給
開
始
が
61
歳
以
降
に
延
長
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
こ
の
世
代
の
繰
上
げ
受
給
は
老
齢
厚
生
年

金
の
支
給
開
始
年
齢
前
に
繰
上
げ
を
す
る
場
合
に

は
、
同
時
に
老
齢
基
礎
年
金
の
繰
上
げ
を
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
繰
上
げ
受
給
を
す
る
場
合
に
は
１
年
早

く
受
け
る
ご
と
に
受
給
率
が
６
％
（
１
カ
月
で
は

０
・
５
％
）
減
額
さ
れ
、
そ
の
受
給
率
は
一
生
涯

変
わ
り
ま
せ
ん
か
ら
、
慎
重
に
検
討
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
（
図
表
１
、
図
表
２
）。

　

ま
た
、
在
職
し
て
い
る
場
合
に
は
、
老
齢
厚
生

年
金
が
給
与
の
額
に
よ
っ
て
調
整
（
減
額
）
さ
れ

ま
す
の
で
、
在
職
し
て
い
る
場
合
の
繰
上
げ
受
給

は
あ
ま
り
お
勧
め
で
き
ま
せ
ん
。

　

で
す
か
ら
、
繰
上
げ
受
給
に
つ
い
て
は
、
退
職

（
厚
生
年
金
に
未
加
入
）
し
て
い
る
か
、在
職
（
厚

生
年
金
に
加
入
）
し
て
い
て
も
年
金
が
減
額
さ
れ

な
い
給
与
で
働
い
て
い
る
場
合
に
、
検
討
の
余
地

が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

  三宅 明彦
三宅社会保険労務士事務所 代表

【みやけ・あきひこ】
特定社会保険労務士。金融機関において年
金セミナー・年金研修・年金相談講師を主に
行い、企業の労務管理や雑誌の執筆も行って
いる。また、東京都社会保険労務士会の「年
金相談員中級講座」「年金相談員専門（上級）
講座」の講師を務める。主な著書に『被用者
年金一元化で変わった年金相談・手続実務問
答』『年金相談に役立つ周辺知識・雑学・複
雑例』（日本法令刊）等がある。

は
じ
め
に

　

　

２
０
１
６
年
４
月
号
か
ら
始
ま
っ
た
「
初
歩
か

ら
始
め
る
年
金
講
座
」
も
第
４
回
目
に
な
り
、
今

回
が
最
終
回
に
な
り
ま
す
。
最
終
回
は
ま
と
め
の

内
容
と
し
て
「
繰
上
げ
・
繰
下
げ
受
給
と
将
来
の

年
金
制
度
の
方
向
性
」
に
つ
い
て
、
取
り
上
げ
て

み
た
い
と
思
い
ま
す
。

繰
上
げ
受
給
と
繰
下
げ
受
給

（
１
）
繰
上
げ
受
給

　

繰
上
げ
受
給
と
は
、
本
来
65
歳
か
ら
受
け
取
れ

る
年
金
を
、
60
歳
以
降
の
希
望
す
る
時
期
に
前
倒

し
を
し
て
受
け
取
る
（
繰
上
げ
て
受
け
取
る
）
方

法
で
す
。

　

昭
和
28
年
４
月
２
日
以
降
（
特
定
警
察
職
員
等

は
昭
和
34
年
４
月
２
日
以
降
）
生
ま
れ
の
組
合
員

は
、「
老
齢
厚
生
年
金
（
報
酬
比
例
部
分
と
一
元
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図表１　支給開始が62歳以降になる人の繰上げ受給

■ 通常受給

［昭和30年４月２日～昭和32年４月１日生まれ（特定警察職員等は昭和36年４月２日～昭和38年４月１日生まれ）の組合員の場合］

■ 60歳で繰上げ請求する場合

・60歳から老齢厚生年金の88％と経過的加算相当額と全部繰上げの老齢基礎年金（本来の70％）を受給
・65歳から老齢厚生年金の88％と経過的加算と老齢基礎年金（本来の70％）を受給

老齢厚生年金、
老齢基礎年金の
同時繰上げができる

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

老齢基礎年金の繰上げができる
経過的加算

老齢基礎年金

60歳 62歳 65歳

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

経過的加算

老齢基礎年金

60歳 62歳 65歳

繰上げの老齢厚生年金（本来の老齢厚生年金の88％）  〔経過的加算繰上げ減額分{経過的加算  の△30％ }を含む〕

経過的加算相当額             経過的加算

全部繰上げの老齢基礎年金（本来の老齢基礎年金の70％）

図表2　支給開始が65歳以降になる人の繰上げ受給

■ 通常受給

［昭和36年４月２日以降生まれ（特定警察職員等は昭和42年４月２日以降）の組合員の場合］

■ 60歳で繰上げ請求する場合

・60歳から老齢厚生年金の70％と経過的加算相当額と全部繰上げの老齢基礎年金（本来の70％）を受給
・65歳から老齢厚生年金の70％と経過的加算と老齢基礎年金（本来の70％）を受給

老齢厚生年金、老齢基礎年金の
同時繰上げができる

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

経過的加算

老齢基礎年金

60歳 65歳

老齢厚生年金
（報酬比例部分＋経過的職域加算）

経過的加算

老齢基礎年金

60歳 65歳

繰上げの老齢厚生年金（本来の老齢厚生年金の70％）  〔経過的加算繰上げ減額分{経過的加算  の△30％ }を含む〕
経過的加算相当額             経過的加算

全部繰上げの老齢基礎年金（本来の老齢基礎年金の70％）
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希
望
し
な
い
場
合
は
何
も
記
入
を
せ
ず
に
提
出

（
郵
送
）
し
ま
す
。

　

老
齢
基
礎
年
金
を
繰
下
げ
希
望
す
る
場
合
は

「
老
齢
基
礎
年
金
の
み
繰
下
げ
希
望
」
の
欄
に
○

印
を
つ
け
て
提
出
を
し
ま
す
。
老
齢
厚
生
年
金
を

繰
下
げ
希
望
す
る
場
合
は
「
老
齢
厚
生
年
金
の
み

繰
下
げ
希
望
」
の
欄
に
○
印
を
つ
け
て
提
出
を
し

ま
す
。

　

老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢
厚
生
年
金
の
両
方
を
繰

下
げ
希
望
す
る
場
合
は
ハ
ガ
キ
を
提
出
し
ま
せ

ん
。
そ
の
後
、
繰
下
げ
受
給
を
し
た
い
年
齢
に
な

っ
た
ら
、
繰
下
げ
受
給
の
手
続
き
を
行
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

将
来
の
年
金
制
度
の
方
向
性

（
１
）
今
後
の
年
金
額
は
？

　

今
後
、
年
金
額
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
く
か

は
、
大
い
に
気
に
な
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

年
金
の
給
付
水
準
を
測
る
基
準
に
は
、「
所
得

代
替
率
」
が
使
わ
れ
ま
す
。
所
得
代
替
率
と
は
、

年
金
を
受
け
取
り
始
め
る
65
歳
時
点
に
お
け
る
年

金
額
が
、
現
役
世
代
の
手
取
り
収
入
額
と
比
較
し

た
割
合
を
示
す
数
値
で
す
。
具
体
的
に
は
「
厚
生

年
金
の
標
準
的
な
年
金
額
（
夫
婦
２
人
の
基
礎
年

金
を
含
む
）
／
男
子
の
被
保
険
者
の
平
均
手
取
り

収
入
」
で
表
し
ま
す
。

　

平
成
26
（
２
０
１
４
）
年
現
在
で
65
歳
の
モ
デ

ル
世
帯
の
所
得
代
替
率
は
62
・
７
％
、
年
金
月
額

は
21
・
８
万
円
の
水
準
で
す
。
つ
ま
り
、
現
在
65

ず
、
66
歳
以
降
か
ら
受
け
取
る
よ
う
に
す
る
と
年

金
額
が
増
え
ま
す
。

　

繰
下
げ
受
給
を
す
る
場
合
に
は
、
１
年
遅
く
受

け
る
ご
と
に
受
給
率
が
8
・
4
％
（
１
カ
月
で
は

0
・
7
％
）
増
額
さ
れ
ま
す
の
で
、
70
歳
ま
で
繰

下
げ
て
受
け
取
る
場
合
に
は
１
４
２
％
の
受
給
率

に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
老
齢
厚
生
年
金
と
老
齢
基
礎
年
金
は
同

時
に
繰
下
げ
受
給
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
が
、
各

年
金
を
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
年
齢
か
ら
受
給
す
る
こ

と
も
で
き
ま
す
。

（
４
）
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
受
給
者
の  

65
歳
時
の
手
続
き
（
年
金
は
再
度
請
求   

手
続
き
を
す
る
）

　

65
歳
に
な
る
月
の
初
め
に
加
入
を
し
て
い
た
共

済
組
合
及
び
日
本
年
金
機
構
か
ら
送
付
さ
れ
て
く

る
65
歳
時
の
諸
変
更
裁
定
請
求
手
続
き
｛
年
金
請

求
書
（
国
民
年
金
・
厚
生
年
金
保
険
老
齢
給
付
）｝

〔
ハ
ガ
キ
様
式
〕
の
繰
下
げ
希
望
欄
で
、
繰
下
げ

歳
の
方
は
、
現
役
世
代
の
平
均
の
手
取
り
月
収
の

約
６
割
の
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
す
。

　

と
こ
ろ
が
、
平
成
62
（
２
０
５
０
）
年
に
65
歳

を
迎
え
る
方
は
、
年
金
月
額
は
26
・
６
万
円
に
な

る
も
の
の
所
得
代
替
率
は
、
50
・
６
％
と
低
く
な

る
予
想
で
す
。
名
目
上
の
年
金
月
額
は
増
え
た
よ

う
に
思
わ
れ
が
ち
で
す
が
、
現
役
世
代
の
手
取
り

収
入
の
割
合
と
比
較
す
る
と
、
所
得
代
替
率
は
約

５
割
と
な
り
、
価
値
は
下
が
っ
て
し
ま
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

（
２
）
今
後
の
給
付
水
準
は
？

　

平
成
26
年
に
政
府
が
発
表
し
た
年
金
の
財
政
検

証
で
、
生
ま
れ
た
年
度
別
に
見
た
年
金
受
給
後
の

厚
生
年
金
の
標
準
的
な
年
金
額
の
見
通
し
を
見
る

と
、
65
歳
時
に
受
け
取
る
年
金
の
所
得
代
替
率
が

年
を
重
ね
る
に
し
た
が
っ
て
下
が
っ
て
い
く
こ
と

が
分
か
り
ま
す
（
図
表
３
）。

　

例
え
ば
、
昭
和
29
（
１
９
５
４
）
年
生
ま
れ
の

方
が
65
歳
と
な
る
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
の
所

得
代
替
率
が
59
・
７
％
に
対
し
て
、
80
歳
と
な
る

平
成
46
（
２
０
３
４
）
年
で
は
44
・
２
％
と
な
り
、

50
％
を
下
回
る
と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
、
所
得
代
替
率
が
50
％
を
切

る
時
点
で
、
何
ら
か
の
対
策
を
打
ち
出
す
と
言
っ

て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
65
歳
時
の
所
得
代
替
率
が

50
％
を
切
っ
た
場
合
の
話
で
す
。

　

こ
の
ま
ま
少
子
高
齢
化
が
進
む
と
、
80
歳
代
に

な
る
頃
に
は
所
得
代
替
率
は
50
％
を
切
り
、
一
般

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
手
取
り
月
収
の
約
４
割
程
度
の

年
金
で
暮
ら
し
て
い
か
な
く
て
は
な
ら
な
い
こ
と
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出典：厚生労働省「平成26年財政検証結果レポート」第３-７-14 表　生年度別に見た年金受給後の年金額の見通しより一部抜粋
注１　数値は各時点の名目額を現在価値に割り戻した額を記載。
注２　年金額のスライド特例によるかさ上げのない本来水準。
注３　□内は、各世代の65歳新規裁定時における標準的な年金額の所得代替率を記載。
注４　％は、各時点における年金額と同時点における現役男子の平均賃金（手取り）とを比較した比率を記載。
注５　既裁定者の年金は物価上昇率による改定基準としているが、その時々の新規裁定者の年金水準との解離幅が２割となった場合は、新規

裁定者の年金と同じ賃金上昇率により改定することとし、乖離幅が２割を超えないようにするとの方針が定められており、財政検証
はその方針に準拠している。
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が
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

年
金
財
政
を
安
定
さ
せ
る
目
的
と
は
い
え
、
受

給
者
に
と
っ
て
は
厳
し
い
時
代
に
突
入
し
ま
す
。

各
家
庭
で
も
、
早
め
に
何
ら
か
の
対
策
を
と
る
こ

と
が
重
要
で
す
。
ま
ず
現
役
の
時
と
同
じ
生
活
は

で
き
な
い
こ
と
を
肝
に
銘
じ
ま
し
ょ
う
。

（
３
）
個
人
年
金
等
の
自
助
努
力
や
働
く
こ
と
と

節
約
で
年
金
の
予
防
対
策
を

　

将
来
の
年
金
の
給
付
水
準
を
考
え
る
と
、
現
役

時
代
の
若
い
う
ち
か
ら
公
的
年
金
を
補
完
す
る
た

め
に
個
人
年
金
等
の
自
助
努
力
が
、
今
後
は
よ
り

重
要
に
な
っ
て
い
く
こ
と
が
分
か
っ
て
い
た
だ
け

る
と
思
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
自
助
努
力
は
金
融
商
品
だ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
し
、
年
金
受
給
世
代
に
近
い
方
で
も
で

き
る
こ
と
を
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

　

ま
ず
は
、
65
歳
以
上
に
な
っ
て
も
働
け
る
仕
事

を
探
し
て
お
く
こ
と
で
す
。若
い
世
代
で
あ
れ
ば
、

株
や
投
資
信
託
な
ど
の
資
産
運
用
と
い
う
選
択
肢

も
あ
り
ま
す
が
、
リ
ス
ク
が
高
い
た
め
年
金
暮
ら

し
の
家
庭
向
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

あ
と
は
節
約
す
る
こ
と
で
す
。
節
約
は
運
用
の

裏
返
し
で
す
。
例
え
ば
、
い
つ
も
２
本
飲
む
ビ
ー

ル
を
１
本
に
す
れ
ば
支
出
が
減
る
わ
け
で
す
か

ら
、
そ
の
分
運
用
し
た
の
と
同
じ
く
ら
い
の
効
果

が
あ
る
か
ら
で
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
５
年
ご
と
に
年
金
の
財
政
検
証
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
れ
か
ら
の
年
金
制
度

が
ど
う
な
る
の
か
等
、
日
頃
か
ら
ニ
ュ
ー
ス
に
も

注
目
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

図表３　平成26年財政検証結果レポート 
生年度別に見た厚生年金受給後の厚生年金の標準的な年金額（夫婦２人の基礎年金含む）の見通し

生年度
（平成26（2014）年度
における年齢）

平成26年

（2014）

平成31年

（2019）

平成36年

（2024）

平成41年

（2029）

平成46年

（2034）

平成51年

（2039）

平成56年

（2044）

平成61年

（2049）

平成66年

（2054）

現役男子の平均賃金
（手取り月額） 34.8万円 34.7万円 38.1万円 40.4万円 42.9万円 45.8万円 48.8万円 52.0万円 55.4万円

昭和24（1949）年生
（65歳）
[平成26（2014）年度
65歳到達]

21.8万円

62.7% 

65歳

20.2万円

58.1% 

70歳

19.6万円

51.6% 

75歳

19.1万円

47.3%

80歳

18.8万円

43.9% 

85歳

19.2万円

41.8% 

90歳
昭和29（1954）年生
（60歳）
[平成31（2019）年度
65歳到達]

20.7万円

59.7%

65歳

20.2万円

53.0%

70歳

19.6万円

48.6%

75歳

19.0万円

44.2%

80歳

19.2万円

41.8%

85歳

19.7万円

40.4%

90歳
昭和34（1959）年生
（55歳）
[平成36（2024）年度
65歳到達]

22.2万円

58.3%

65歳

21.6万円

53.4%

70歳

20.9万円

48.6%

75歳

20.2万円

44.1%

80歳

20.0万円

41.0%

85歳

21.0万円

40.4%

90歳
昭和39（1964）年生
（50歳）
[平成41（2029）年度
65歳到達]

22.9万円

56.8%

65歳

22.2万円

51.7%

70歳

21.5万円

46.9%

75歳

21.0万円

43.1%

80歳

21.3万円

41.0%

85歳

22.4万円

40.4%

90歳

16-09-025　アルプス128号.indb   2916-09-025　アルプス128号.indb   29 2016/12/15   15:47:112016/12/15   15:47:11


